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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、親権停止中の面会交流の可能性について検討することである。そのために
、文献調査や学会などへの参加を通して、親権停止や面会交流について調査した。次に、ドイツ法における親の配慮の
剥奪（Entzug der elterlichen Sorge）と交流権（Umgangsrecht）について、文献調査とインタビュー調査を行った。
そして、ドイツ法との比較法的視点を踏まえて、親権停止中の面会交流について検討した。　

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to discuss the possibility of parent-child contact du
ring the suspension of parental authority. First of all, I have studied the parental-child contact and the
 suspension of parental authority through  literature-based research, and through academic conferences. Ne
xt, I have studied "Entzug der elterlichen Sorge (the Suspension of parental custody)" and "Umgangsrecht (
Contact)" in laws  of Germany through literature-based research, and interview investigation. I have analy
zed the parental-child contact during the suspension of parental authority through the comparative study o
f laws of Germany and Japan.
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１．研究開始当初の背景 
児童相談所への児童虐待に関する相談件
数は年々増加している。これに対して、平成
12 年に児童虐待の防止等に関する法律が制
定され、現在まで数度の改正が加えられてい
る。また、民法においても平成 23 年 5 月に
改正案が参議院を通過し、親権の一時停止が
可能となった。しかしながら、親権停止制度
は従来の親権喪失制度とは異なり、親権者は
完全に親権を失うわけではない。また、親権
停止はあくまでも一時的な処置であり、最終
的には親子の再統合が目指される。 
そのような親子間の再統合を考える上で
重要になるのが、別れて生活する親子が定期
的に会ったり、連絡を取り合ったりする面会
交流である。なお、面会交流についても平成
23年の民法改正において民法766条に新たに
「面会及びその他の交流」という文言が加わ
り、明文において規定されている。そのため、
親権停止中の親への積極的な関わりとして、
面会交流の働きかけが重要になる。また、虐
待を受けた子どもの側からも、面会交流の積
極的な働きかけが求められる。なぜならば、
虐待を受けた子どもであっても、自分の親に
会いたいと思うことが少なくないからであ
る。なお、山口亮子「ふたつの家族法改正（そ
の 2）―親権法の一部改正」法学セミナー56
巻 8・9号（平成 23 年）67 頁においても、親
権停止期間中も子どもの利益のため必要と
判断された場合には、面会交流が認められる
べきである旨指摘されている。 
このような親子の再統合の目的や子ども
の親に会いたいという希望から、虐待親と子
どもとの面会交流が望まれる場合があり得
る一方で、現実には子どもと引き離されてし
まった親の少なくない数が、その後の親子間
の再統合について消極的となり、子どもにも
会おうとしない。このため、面会交流を行う
ように親に対して積極的に働きかけていく
必要がある。そして、その際に面会交流をど
こまで親の意思に反して義務付け得るのか
という「限界」についても考察しなくてはな
らない。また、子どもが親に会いたいという
希望を有しているとしても、子どもに対する
心理的なケアという必要性からその希望を
無制限に実現するわけにはいかない。そのた
め、子どもの福祉から子どもの面会交流を制
限する必要があり、その「限界」も考察する
必要がある。 
 
２．研究の目的 
前述のような研究開始当初の状況を踏ま
えて、本研究では、面会交流と親権との法的
関係の分析を通じて、民法の解釈について検
討することにより、親権停止中の親子間の面
会交流の可能性とその限界について検討す
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)平成 24 年度においては、以下のような研

究調査を行った。 
 
①筑波大学など他大学の図書館にて、平成 23
年の民法改正に関する文献を中心に、本学に
収蔵されていない資料を収集した。また、学
会や研究会などに参加し、情報を収集した。
特に、平成 23 年の民法改正を中心に文献研
究を行った。 
 
②日本の親権に当たる親の配慮権と、面会交
流に相当する交流権を規定しているドイツ
法を比較の対象として、文献調査を行った。
特に、ドイツ法においては親の配慮権は一部
または全部剥奪された場合において、親子の
交流権がどのように扱われるのかを中心に
調査を行った。 
 
③平成25年2月21日から3月8日にかけて、
ドイツにおける最新の議論を参照するため
に、渡独し、資料収集およびインタビュー調
査を行った。具体的には、ボン大学中央図書
館及び法学部図書館、ドイツ・ヨーロッパ及
び国際家族法研究所（ドイツ・ボン）、ドイ
ツ青少年研究所（ドイツ・ミュンヘン）にて
資料を収集し、あわせてインタビュー調査を
行った。 
 
(2)平成 25 年度においては、以下のような研
究調査を行った。 
 
①平成 24 年度に行っていた、日本法及びド
イツ法の文献調査を継続して行った。特に、
新たに発表される文献を中心に研究した。 
 
②平成 25年 12 月 13 日及び 14日に開催され
た日本子ども虐待防止学会第 19 回学術集会
信州大会に参加し、報告者及び参加者から、
研究遂行に必要な情報及び資料を収集した。 
 
③平成 25 年 8 月 19 日から 9 月 11 日にかけ
て、平成 24 年度に引き続き、ドイツにおい
て資料集中およびインタビュー調査を行っ
た。具体的には、ボン大学ドイツ・ヨーロッ
パ及び国際家族法研究所、マックスプランク
社会保障法研究所（ミュンヘン）、ドイツ青
少年問題研究所（ミュンヘン）、ドイツ青少
年援助及び家族法研究所（ハイデルベルク）
において、資料収集とインタビュー調査を行
った。また、法の運用実態を知るために、ミ
ュンヘンの青少年局（Jugendamt）にインタ
ビュー調査を行った。 
 
④ボン大学において平成 25年 8月 29日から
31 日にかけて、開催された「ヨーロッパ家族
法会議」に参加し、報告者や参加者から情報
を収集した。 
 
⑤平成 24年度及び平成 25年度に行った文献
研究およびインタビュー調査による親権停
止制度と面会交流の関係について検討、およ



びドイツにおける親の配慮権の停止と交流
権の関係やドイツにおける実務状況の検討
を踏まえて、親権停止と面会交流の法的関係
について検討した。 
 
４．研究成果 
(1)平成 24 年度においては、研究実施計画に
従って研究を行った成果として、以下のよう
な成果があった。 
 
①資料収集や学会・研究会などにおける情報
収集を踏まえて、新たに導入された親権停止
制度の「停止」がどのような概念であるのか
について検討することができた。このような
検討が本研究のために必要であったのは、従
来、離婚後に親権者となれなかった親の親権
について親権の「停止」という言葉が使われ
ていた。そのため、新たに導入された親権停
止制度の「停止」がどのような概念であるの
か、検討する必要があったからである。 
この検討を踏まえた上で、面会交流と親権
との法的関係をどのよう捉えるべきかにつ
いて研究することができた。 
また、親権停止制度がどのように実務にお
いて運用されているのかについて調査・検討
した。 
 
②文献調査を通じて、親権停止中の面会交流
について検討するための前提として、従来の
面会交流の法的性質に関する議論を、特に親
権との関係から改めて検討を行うことがで
きた。その上で、親権と面会交流をどのよう
な関係として捉えるのが、親権停止制度を導
入した現在の解釈論として妥当なのかを検
討した。 
 
③ドイツにおいて行った資料収集およびイ
ンタビュー調査によって得られた資料や情
報を基礎に、ドイツの 1997（平成 9）年の親
子法改正法の立法段階における議論や、それ
以後の親の配慮権の停止と交流権の間の法
的性質に関する議論を検討することができ
た。特に、資料収集の他に、インタビュー調
査を行い、最新の議論を状況について知見を
得ると共に、本研究に関する助言を得ること
ができた点が本研究の遂行に当たって非常
に参考になった。 
 
(2)平成 25 年度においては、研究実施計画に
従って研究を行った成果として、以下のよう
な成果があった。 
 
①平成 24 年度に引き続いて、資料収集や学
会・研究会への参加を通して、研究遂行に必
要な調査を行うことができた。特に、日本子
ども虐待防止学会第 19 回学術集会信州大会
に出席し、報告者及び参加者から、研究遂行
に必要な情報及び資料を収集することがで
き、また、事例検討会に参加することができ
たため、親権停止制度の実務における運用状

況や活用していく上での問題点なども知る
ことができた。学問上における最新の議論だ
けではなく、実務における最近の問題意識を
も知ることができ、本研究遂行の上で、非常
に有意義なものとなった。 
 
②平成 24年度に引き続き、ドイツを訪問し、
資料調査・インタビュー調査を行い、ドイツ
の最新の議論状況について知ることができ
た。特に、平成 24 年度に渡独し得られた知
見を下に、さらに必要な資料や情報を入手で
きた。また、「ヨーロッパ家族法会議」へ参
加し、ヨーロッパにおける家族法統合の議論
状況を把握することができた。さらに、ミュ
ンヘン青少年局を見学し、実務家にインタビ
ュー調査を行うことができ、実務の内容の一
端を知ることができ、大変参考になった。 
 
③平成 24年度及び平成 25年度に行った文献
研究およびインタビュー調査、そしてそれら
から得られた知見を下に、親権停止中におけ
る面会交流について検討し、論文などを執筆
した。 
 
(3)本研究を通して得られた成果とその意義
として、以下のような点を指摘できる。 
 
①ドイツ法の調査から大意以下のようなこ
とが分かった。すなわち、ドイツ法において
は、親の配慮と交流権は、共に基本法上の親
の権利より基礎づけられ、相互に独立した権
利とされている。交流権を制限する場合には、
交流権の制限・排除を定める別個の規定によ
る。また、親の配慮と交流権は、その根拠を
基本法に置くことから、共に相当性原則に拘
束される。 
 
②ドイツ法からの比較法的示唆として、主に
以下のような点が指摘できる。まず、親権停
止中の面会交流の有り方を考えるためには、
本質的に面会交流と親権の相互の関係を考
えていくべきである。ただし、日本の学説の
現状においては、面会交流の法的性質につい
ては議論が錯綜しているため、面会交流の法
的性質を踏まえ、親権との関係をどのように
解すべきかについて研究する必要がある。な
お、現段階における私見としては、面会交流
は親権の一部ではなく、親権とは独立した関
係にあるものと考え、親権停止中においても
当然には面会交流は制限されないものと解
する。 
 
③本研究の成果は、拙著「親権停止と面会交
流の法的性質」古橋エツ子、床谷文雄、新田
秀樹編『本澤巳代子還暦記念論文集』（信山
社、2014 年、発行確定）などにおいて、公表
する。また、2014 年 7 月 27 日に茨城大学に
て開催される第 9回「愛と傷つきやすさと被
害者学の共同セミナー」において「子ども虐
待と家族法」というテーマで報告を行い、社



会に広く還元する（発表確定）。 
 
④本研究の成果の意義は、学問上の議論に止
まらず、子ども虐待を受けた子どもたちと関
わっていく中で生じる実務の問題意識にも
応えることになると思われる。 
 また、ドイツにおけるインタビュー調査に
おいて、その前提として日本法の現状を説明
してきた。そのため、ドイツにおける日本法
の理解についても少なからず貢献できた。 
 
(4)今後の展望と課題として、以下のような
点が指摘できる。 
 
①先に述べたように、親権の停止段階におけ
る面会交流の可能性を考えるためには、より
本質的に親権および面会交流の法的性質を
今後研究する必要がある。 
 
②親権停止制度が実施され、今後制度活用が
進むにつれ、実務から問題点や改善点が指摘
されるものと思われる。そのため、問題点や
改善点の指摘について、調査し、検討する必
要がある。特に、親権停止を受けた親が親権
を回復していくことになるが、親子再統合が
どのように行われていくのかを調査し、子ど
もの利益を守る必要がある。 
 
③本研究を通して、ドイツの親の配慮につい
て調査を行うことができ、また各分野の専門
家から助言を得ることができた。その結果、
日本の親権停止制度において、停止期間満了
後の公的検査が欠如していることを認識す
るに至った。 
すなわち、ドイツ法においては、親の配慮
権を部分的に、あるいは全部を剥奪する場合
には、そもそも原則として明確な期間を定め
ずに行われる。そのため、親の配慮権をいつ
まで剥奪しておくべきかについて判断する
ために、裁判所には定期的な検査を行う義務
が課されている。この検査の結果から、親の
配慮権の制限・剥奪が行われるに至った原因
が既に失われていると判断されれば、親は配
慮権を回復することができる。 
これに対して、日本の親権停止制度が最大
2 年間の親権停止期間満了後に、法律上は家
庭裁判所の判断を得ることなく、親権を回復
することになる。親権停止期間満了後に自動
的に親権を回復する結果として、問題をなお
抱えた親であっても親権者として復帰して
しまうことになる。現実の多くのケースにお
いては、児童相談所などの関与が期待できる
ため、問題をなお抱えている場合には更なる
親権停止か、または親権喪失が行われること
になるであろうことが予想はできる。しかし、
子どもの福祉を考えるのであれば、制度的に
親権停止期間満了時における公的検査が保
障される必要があるように思われる。 
このような問題意識から、「親権停止期間
満了時の公的検査に関する研究」という研究
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